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検討作業班における議論に関する資料   



関係式  長期の経済前提を設定する際に用いるマクロ経済の  

0 20～30年の長期の期間における一国経済の成長の見込み等について推計を行う成長経済学の分   

野において一般的に用いられる「コブ・ダグラス型生産関数（※）」（新古典派経済学の標準的な生産   

関数）を用いる。   

（※）コブ・ダグラス型生産関数とは、GDPの資本と労働に対する分配率が一定という仮定の下で、以下が成り立つ。  

経済成長率（実質GDP成長率）＝ 資本成長率×資本分配率 ＋ 労働成長率×労働分配率  

＋ 全要素生産性（TFP）上昇率  

○ 以下の式を用いることにより、a．全要素生産性上昇率、b．資本分配率、C．資本減耗率、d．総投資率の   
4つのパラメータを設定し、  

ア 単位労働時間あたり実質GDP成長率  

イ 利潤率  

の値を逐年で推計。  

単位労働時間あたり実質GDP成長率 ＝実質GDP成長率一労働成長率  

＝（資本成長率一労働成長率）×資本分配率 ＋ 全要素生産性上昇率  

※「労働分配率－1＝ 一資本分配率」であることを用いた。  

資本成長率 ＝ 総投資率 × GDP ÷ 資本ストック ー 資本減耗率  

利潤率 ＝ 資本分配率 × GDP ÷ 資本ストック ー 資本減耗率   



マンアワーベースでみた雇用者数の見通しについて  

〔フローチャート〕  
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年齢階級別人口の見通し  
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（出典）「日本の世帯数の将来推計（全国推計）」（平成20年3月推計、国立社会保障・人口問題研究所）  
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（出典）労働力需給の推計（2008年3月、独立行政法人労働政策研究・研修機構）  
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（出典）労働力需給の推計（2008年3月、独立行政法人労働政策研究・研修機構）   
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15－19  20－24  25－29  30－34  35－39  40－44  45－49  50－54  55－59  60－64  65－69  

（年齢）  

（出典）労働力需給の推計（2008年3月、独立行政法人労働政策研究・研修機構）   
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（年齢）  

（出典）労働力需給の推計（2008年3月、独立行政法人労働政策研究・研修機構）   
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（出典）労働力需給の推計（2008年3月、独立行政法人労働政策研究t研修機構）   
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（平成20年3月）  

性、2030年＞  

15－19  20－24  25－29  30－34  35－39  40－44  45－49  50－54  55－59  60－64  65－69  

（年齢）  

（出典）労働力需給の推計（2008年3月、独立行政法人労働政策研究・研修機構）   
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雇用者比率の算出方法について  

コーホート変化に着目した雇用者比率の見通しの算出方法（イメージ）  

雇用者比率  

■■ － － ■ －  

（X＋5）年生まれ  

○ コーホート別に年齢別の雇用者比率をみると、同じ年齢でも若い  

世代ほど雇用者比率が高くなっており、また、各コーホートの年齢別  

雇用者比率は、総じて、単調減少になっている。（女性は、M字カー  

ブがみられるが、近年、その傾向がかなり小さくなっている。）   

○ この傾向を利用して、（X＋5）年生まれの者の65歳時の雇用者  
比率は、X年生まれの者の60歳から65歳への雇用者比率の減少  
の幅が（X＋5）年生まれの看でも同じであると仮定して計算すること  

とする。   

※ 実際の計算は、各年齢のデータを5年平均値を用いて計算。  

傾きを固定した  
まま上ヘシフト   

55  60  65 年齢  

※ 労働市場への参加が進むケースでは、コーホート変化の他に、60歳以上の男性について就業率が現在の水準よりも高まる分、雇用者比率が高まる   

ことを仮定した  
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コーホート別にみた年齢別雇用者比率  
（男）  
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※「労働市場への参加が進むケース」を前提として、60歳以上の就業率が現在の水準よりも高まる分、雇用者比率が高まることを仮定している。  

（出典）2007年以前は、総務省「労働力調査」、以降は、年金局数理課作成  11   



コーホート別にみた年齢別雇用者比率  
（女）  
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12   （出典）2007年以前は、総務省「労働力調査」、以降は、年金局数理課作成  



時系列変化でみた雇用者比率の推移と見通し（推計結果）  

15－19  20－24  25－29  30－34  35－39  40－44  45－49  50－54  55－59  60－64   65－  

（年齢階級）  

男性  （％）  

15－19  20－24  25－29  30－34  35－39  40－44  45－49  50－54  55－59  60－64  65－   
1977   88．4   89．1   86．2   83．3   79．1   74．8   73．1   70．4   64．0   54．1   41．7   

1987   92．3   93．1   91．3   87．7   83．0   81．0   79．1   76，0   71．4   57．1   38．0   

1997   94、4   95．4   94．2   91．6   89．4   86，8   83．9   83．3   80．9   68．9   4了．8   

2007   95．8   97．1   95．5   93．5   91．4   90．7   88．5   85．4   82．9   77．4   53．0   

2017  95．8   97．1   97．1   96．4   93．4  9乙1  91．2   寧・4  86．7   寧1・3  67．4  

～や乙？  95．8   97．1   97．1   95．0  9鞋旦  93．1  90．8  89．4  85．7  7旦．亭  

2037  95．8   97二丁  97．1   95．0  94．8  94．7   3，6   91．3   87．0  7旦．室  

20旦7  971  97．1   96．2   95．0  948 94．7   旦亭4  92．8   室8．9  7プニ  

2057   95．8   97．1   97．1   96．2  95．0   94．8  94．7  93．4  92．8   88，8   78．7  

※「労働市場への参加が進むケース」を前提として、60歳以上の就業率が現在の水準よりも高まる分、雇用者比率が高まることを仮定している。  

（出典）2007年以前は、総務省「労働力調査」、2017年以降は、年金局数理課作成  
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時系列変化でみた雇用者比率の推移と見通し（推計結果）  

15－19  20→24  25－29  30－34  35≠39  40－44  45－49  50－54  55－59  60－64  65－  

（年齢階級）  

女性  （％）  

15－19  20－24  25－29  30－34  35－39  40－44  45－49  50－54  55－59  60－64  65－   
1977   94．7   92．2   72．4   59．8   57．3   57．4   57．2   50．8   44．1   36，3   25．3   

1987   94．5   94．8   86＿5   72．3   68．8   68．5   67．5   61＿8   50．8   37＿2   25．4   

1997   96．7   97．2   94．3   87．6   82．8   82．5   79．7   77．1   71．5   56．5   35．2   

2007   97．8   98．3   96．4   94．0   91．3   91．1   89．8   86．5   82．0   73．3   45．8   

2017   97．8   98．3   97．3   95．4   94．2   93．7   92．2   9乙8   90．8   81．4   66．3   

202ラ  7．8   98．3   973 95．4   95．1  95．1  94．2  う亘？  92．2   壁  73．2  

2037  7．8   98．3  97＿亭  95．4   95．1  95．1  95．1  95．1  94．2  終2  74．4  

204？  97．8   98．3  旦7．3  95．4   95．1  95．1  95．1  鱒．5  75．9  

2057   7．8   98．3  97．3  95．4   95．1  95．1  95．1  95．1  95．1  89．5  76．7   

14   （出典）2007年以前は、総務省「労働力調査」、2017年以降は、年金局数理課作成  



1972   1982   1992  2002  2012  2022  2032  2042  2052  2062  2072  2082  2092  2102  

（年）  

（出典）2007年以前は、総務省「労働力調査」、以降は、年金局数理課作成  15   



雇用者比率の推移と見通し   

（男性）  

雇用者比率の推移と見通し   

（女性）  

：二    ・  
t・・  

、：l：、  

実績l見通し  
】  
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、、隼、  

1972 1982 1g92 2002 2012 2022 2032 2042 2052 2062 2072 2082 2092 210三  

三  

（出典）2007年以前は、総務省「労働力調査」、以降は、年金局数理課作成  16   



労働市場への参加が進むケースにおける短時間雇用者比率と平均労働時間の前提  

（出典）労働力需給の推計（2008年3月、独立行政法人労働政策研究・研修機構）  

※ 短時間雇用者とは、ここでは週所定内労働時間が35時間未満の者をいう。  
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短時間雇用者比率の見通し（男女計）  

2005  2015  2025  2035  2045  2055  2065  2075  2085  2095  2105  
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総労働時間（マンアワー）の推移  
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就業者1人当たりの月平均労働時間の推移  
（時間）   

2040  2035   2030  2020  2015  2010  
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厚生年金の被保険者数の見通しについて  

（推計方法の概要）   

労働力需給推計などを用いて作成したフルタイム、短時間の別の雇用者数の見通しに対して、実   

態調査等のデータをもとに作成した厚生年金被保険者割合を乗じることにより、厚生年金の財   

政計算に用いる厚生年金被保険者の将来見通しを作成する。  

（具体的な推計方法）   

厚生年金被保険者 ＝（フルタイム雇用者数 × 厚生年金被保険者割合（フルタイム）  

＋ 短時間雇用者数 × 厚生年金被保険者割合（短時間））  
× 調整率  

※ 性・年齢別に計算を行う。  

※ 厚生年金被保険者割合（フルタイム、短時間）は、「平成15年就業形態の多様化に関する総合実態調査」  

（厚生労働省大臣官房統計情報部）の特別集計結果を用いて算出。   

ただし、調査客対数が少ないことから、性・年齢別に割合を算出することが困難なため、性・年齢合計の率と  

して、フルタイムは96．1％で固定。短時間は、労働力需給推計の「労働市場への参加が進む場合」で、2006年  
の20．3％から2030年の32．6％で推移することとする。  

※ 調整率は、性・年齢別の被保険者数が、平成19年度末厚生年金被保険者数（実績）に合致するように 

した率であり、将来にわたって一定とする。  

21   




